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2021年８月30日

○ 政府は、国民の安全と安心を確保し、健全な経済を維持・発展させていくため、マネロン・テロ資金

供与対策に係る法令や金融機関向けのガイドラインの整備等、様々な施策を講じてきたところです。

また、他の先進国や国際機関と連携し、途上国のマネロン・テロ資金供与対策の取組を支援してきま

した。

○ しかし、マネロン等の犯罪は、近年、複雑化・グローバル化しており、日本の対策も、国内外の動向

を踏まえながら不断の見直しを行っていくことが必要です。これは、成長戦略で掲げる「世界に開かれ

た国際金融センター」を実現していく上でも不可欠です。

○ こうした中、本日（８月30日）、金融活動作業部会（FATF）より、第４次対日審査報告書が公表され

ました。

報告書では、日本につきまして、国際協力等の分野で良い結果を示しているとされ、マネロン・テロ

資金供与対策の成果が上がっているとして、「重点フォローアップ国」との結論になりました。同時

に、日本の対策を一層向上させるため、金融機関等に対する監督や、マネロン・テロ資金供与に係る捜

査・訴追等に優先的に取り組むべきとされました。

○ 今般、報告書の公表を契機として、政府一体となって強力に対策を進めるべく、警察庁・財務省を共

同議長とする「マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策政策会議」を設置するとともに、今後３年間の

行動計画を策定しました。今後、行動計画を踏まえ、取組の進捗を定期的にフォローアップしていきま

す。

○ 引き続き、国民の皆様のご理解とご協力を頂きながら、マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策に取

り組み、安全・安心な暮らしを実現するとともに、ポストコロナの持続的な経済成長に貢献してまいり

ます。

FATF（金融活動作業部会）対日相互審査についての財務大臣談話
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マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策に関する行動計画（抄）

2021年８月30日

２．金融機関及び暗号資産交換業者によるマネロン・テロ資金供与・拡散金融対策及び監督

項目 行動内容 期限 担当府省庁等

(1)

マネロン・テロ
資金供与・拡散
金融対策の監督
強化

マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策に関する監督当局間の連携
の強化、適切な監督態勢の整備するほか、リスクベースでの検査監
督等を強化する。

令和4年秋
金融庁、
その他金融機関監督官庁

(2)

金融機関等のリ
スク理解向上と
リスク評価の実
施

マネロン・テロ資金供与対策に関する監督ガイドラインを更新・策
定するとともに、マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策に係る義
務の周知徹底を図ることで、金融機関等のリスク理解を向上させ、
適切なリスク評価を実施させる。

令和4年秋
金融庁、
その他金融機関監督官庁

(3)
金融機関等によ
る継続的顧客管
理の完全実施

取引モニタリングの強化を図るとともに、期限を設定して、継続的
顧客管理などリスクベースでのマネロン・テロ資金供与・拡散金融
対策の強化を図る。

令和6年春
金融庁、
その他金融機関監督官庁

(4)
取引モニタリン
グの共同システ
ムの実用化

取引時確認、顧客管理の強化および平準化の観点から、取引スク
リーニング、取引モニタリングの共同システムの実用化を図るとと
もに、政府広報も活用して国民の理解を促進する。

令和6年春 金融庁
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骨太の方針（経済財政運営と改革の基本方針）（抄）（2021年６月18日閣議決定）

 良好な治安確保のため、関係府省庁間で必要に応じ連携し、テロの発生の未然防止やサイバー

セキュリティ対策等を着実に進めるとともに、金融業界の検査・監督体制等の強化や共同

システムの実用化の検討・実施を含め、マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の強化に取り

組む。

成長戦略フォローアップ（抄）（2021年６月18日閣議決定）

 現状、各金融機関が個別に取り組む、マネー・ロンダリングに関する疑わしい取引の検知や

制裁対象者の照合といった業務を効率化していくため、各社が共同で取り組む業務プロセスの

構築やAIを活用したシステムの開発に向け実証事業を実施した。今後、実証事業の提言を

踏まえ、共同化プラットフォームにおいて、取引情報の活用及び共有を円滑に行えるよう、

共同化プラットフォームの運営・ガバナンスや規制・監督上の位置付けの明確化を図る。

 我が国における金融業界全体のマネー・ロンダリング及びテロ資金供与に関する対応を

高度化していくため、検査要員の確保等の検査・監督体制の強化、政府広報の活用等による

利用者への周知等を進めるととともに、共同システムの実用化及び関連する規制・監督上の

所要の措置を検討・実施する。

関連する閣議決定
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